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南相馬市かしま交流センター指定管理者募集要項 
 

 

南相馬市では、南相馬市かしま交流センターの管理運営を効果的かつ効率的に実施する

ため、指定管理者を募集します。 

 

１ 施設の概要 

（１）名称 

南相馬市かしま交流センター 

（２）所在地 

南相馬市鹿島区横手字川原１８６番地の１ 

（３）施設の沿革、役割等 

平成１６年に旧公民館跡地を利用し、ボランティア活動支援センターとして、ボラ 

ンティア活動の拠点、並びに施設の貸館を中心に市民に利用されてきました。 

その後、耐震基準を満たしていなかったことから、平成２６年１０月に改築され、 

平成２７年４月からは指定管理者制度を導入し、以降、市民や市民団体の活動を支援 

する施設、並びに地域コミュニティの交流施設としての役割を果たしてきました。 

（４）設置目的 

南相馬市かしま交流センターは、市民の協働によるまちづくりの推進を図り、住民

相互の交流と活力ある地域社会の実現に寄与するため、市民や市民団体の活動を支援

するとともに、地域コミュニティの交流・活動の拠点として、市民に対し、より開か

れた身近な施設となることが期待されています。 

（５）基本方針 

市民活動を支援・助長する公共施設として、指定管理者の創意工夫に基づいた管理

運営により、質の高いサービスを利用者に提供するとともに、利用者が世代を超えて

交流のできる、地域に根ざした施設となることを目指します。 

（６）施設概要（規模、構造等） 

・敷地面積 3,307.18 ㎡ 

・建築面積   579.49 ㎡ 

・延床面積   896.33 ㎡（鉄骨鉄筋コンクリート２階建て、ゴミ置き場、自転車 

置き場を含む） 

・施設内容 大ホール、和室、中会議室1・2、小会議室、相談室、サロン、事務室 

（７）運営に係る事項 

①利用者数（令和６年度・令和７年度実績）            （単位：人） 

施設内容 令和６年度 令和７年度 

大ホール １０，８４９ １１，００５ 

小会議室 １，３９６ １，７５８ 

中会議室１・２ ４，３０７ ４，３４１ 

中会議室１ ６６２ ６３１ 

中会議室２ ３８ １６ 

和室 １，８５０ １，８９２ 

相談室 ３３４ ２９０ 

サロン ６，２５８ ６，６９５ 

合計 ２５，６９４ ２６，６２８ 
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②収支状況（令和６年度・令和７年度実績）             （単位：円） 

項目 令和６年度 令和７年度 

収   

入 

指定管理料 １７，０６９，０００ １７，２８７，０００ 

利用料金 ７８４，０５０ ９１５，７５０ 

複写機利用料 ６２７，８５４ ６２８，５３８ 

雑収入 １３８，７５４ １７２，１５７ 

合計 １８，６１９，６５８ １９，００３，４４５ 

支

出 

人件費 １１，１２３，０３３ １１，０６５，６３８ 

報償費 １５，６３５ ６４，３４５ 

旅費 ０ ０ 

需用費 ７６５，３７２ ６９４，５５６ 

光熱水費 １，６９２，４１１ １，７６３，３４０ 

 電気料金 １，４６０，７８７ １，５３５，４３６ 

水道料金 ２３１，６２４ ２２７，９０４ 

修繕料 ０ ５，０００ 

役務費 ５６９，３２６ ８６２，２９５ 

委託料 １，５５８，６７５ １，５７７，８２７ 

使用料及び賃借料 １，４６７，７２８ １，５７９，４７４ 

備品購入費 ０ ０ 

図書費 ２１８，９７０ １９９，９６０ 

負担金及び交付金 ９５，８４０ ９２，３８０ 

車借り上げ料 ２３，６８８ １８，９３０ 

公課費 ９０１，５５６ ９９３，５１１ 

合計 １８，４３２，２３４ １８，９１７，２５６ 

③自主事業に係る収支状況（令和６年度・令和７年度実績）     （単位：円） 

項目 令和６年度 令和７年度 

収

入 

参加費 ３７９，５００ ４３３，６００ 

雑収入 ０ ０ 

繰越金 ４７，１５８ ４４，１０８ 

合計 ４２６，６５８ ４７７，７０８ 

支

出 

報償費 ３２，５００ ３５，５００ 

通信運搬費 １０，２２０ １４，２１５ 

会議費 １７３，９３５ ２９１，６４１ 

材料費 ５，０００ ５，０００ 

消耗品費 １４９，５２４ ５４，７４２ 

借り上げ料 ４，０００ ３，９００ 

燃料費 ２，３７１ ３，１６０ 

保険料 ５，０００ ６，６８０ 

合計 ３８２，５５０ ４１４，８３８ 

 

２ 指定管理者が行う管理の基準     

（１）閉館日 

１月１日から１月３日まで及び１２月２９日から１２月３１日までとします。 

ただし、指定管理者が市民サービスの向上に有効と判断するときは、市長の承認を

受けて、閉館日に開館したり、閉館日を変更することができますので、提案してく
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ださい。 

（２）開館時間 

午前８時３０分から午後９時までとします。 

   ただし、指定管理者が市民サービスの向上に有効と判断するときは、市長の承認を

受けて、開館時間を延長することができますので、提案してください。 

（３）南相馬市情報公開条例の適用 

指定管理者は、南相馬市情報公開条例の規定に基づき、公の施設に関する情報の公 

開を行うための必要な措置を講じていただきます。 

（４）個人情報の保護に関する法律及び南相馬市個人情報の保護に関する法律施行条例の 

適用 

指定管理者は、個人情報の保護に関する法律及び南相馬市個人情報の保護に関する 

法律施行条例の規定に従い、公の施設の管理を通じて取得する個人情報を保護するた 

めに、必要な措置を講じていただきます。 

（５）関係法令及び条例・規則の規定を遵守 

指定管理者は、下記の法令等を遵守してください。 

・地方自治法、地方自治法施行令ほか行政関連法 

・消防法、消防法施行令ほか消防関係法規 

・南相馬市かしま交流センター条例、南相馬市かしま交流センター条例施行規則 

   ・南相馬市障がい者の利用に係る公の施設の使用料又は利用料金の免除に関する条 

例、南相馬市障がい者の利用に係る公の施設の使用料又は利用料金の免除に関す 

る条例施行規則 

・その他指定管理業務を行うにあたり遵守すべき法令等 

（６）維持管理業務 

施設や設備は、その機能と特性を十分に把握した上で全ての施設を清潔に保ち、か

つその機能を正常に保持するとともに、効率的な運転と必要に応じた保守点検を行っ

てください。 

（７）運営業務 

・利用者に対して公平かつ適切にサービスの提供を行うこと。 

・利用者の安全対策を第一に運営すること。 

・利用者に対応する時は、明るい笑顔で挨拶し、親切・丁寧を心がけるように努め

ること。 

・利用者のニーズを常に把握し、管理運営に反映するように努めること。 

・施設内を清潔に保つとともに、光熱水費の削減に努めること。 

・災害時、緊急時に備えた危機管理を徹底すること。 

（８）環境に対する取組 

南相馬市環境基本条例を遵守し、環境に配慮した施設管理に努めていただきます。 

（９）業務の委託等 

指定管理者は、本事業の全部を第三者に委託し、又は請け負わせることはできませ 

ん。 

ただし、清掃、警備など主要な業務以外の部分的な業務については、市の承諾を得

て専門の事業者に委託することができます。 

(１０) 職員配置 

      職員配置の目安は次のとおりです。      

ア センター長・・１名 施設の管理及び運営を行う中心的な役割を担う常勤の 

            職員として配置すること。 

       常勤職員・・・１名 市民活動支援業務、施設管理を行う 
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       パート職員・・３名～４名 事務、施設管理を行う 

      ８：３０～１７：１５までは最低２名体制とする。うち1名は常勤職員とする。 

      １７：１５～２１：００までは最低１名体制とする。 

    イ 利用状況に応じて対応すること。 

   ウ スタッフのうち最低限１名の常勤者は、「甲種防火管理者の資格を有する者」 

とすること。 

    エ スタッフに対して、施設の管理運営に必要な研修を実施すること、かつ、スタ 

ッフの資質向上のため研修の実施及び技能取得のための研修会への参加を積 

極的に行うこと。 

(１１)ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)に対する取組 

   施設の管理運営に当たっては、ＳＤＧｓの理念に沿って取り組むこと 

 

※管理の基準に関する細目的事項は、協議の上、協定で定めます。 

 

３ 指定管理者が行う業務の範囲  

（１）センターの管理及び運営に関する業務 

  ① 保守管理業務 

   ア 仕上材の浮き、ひび割れ、はがれ、かび等が発生しない状態を維持し、かつ美

観を維持すること。 

   イ 建築設備（給配水設備、空調設備、電気設備等）は、日常点検、法定点検、定

期点検等を行い、初期の性能を維持すること。 

   ウ 点検及び検査に係る業務名 

指定管理者が行う業務は、次のとおりですので、別添仕様書に基づき行うこと。 

・消防設備保守点検業務 

・自動扉開閉装置保守点検業務 

・自家用電気工作物保安管理業務 

エ 施設の維持管理に係る委託業務名 

指定管理者が行う業務は、次のとおりですので、別添仕様書に基づき行うこと。 

・警備保障業務 

・廃棄物収集運搬業務 

  ② 設備・備品管理業務 

  ア 施設内備品の保守管理 

     ・施設の運営に支障を来たさないよう、施設内の備品管理を行うこと。 

     ・市が作成する備品台帳に基づき適正に管理を行うこと。 

     ・破損、不具合が生じた場合には、市に速やかに報告すること。 

   イ 新規備品の購入について 

     ・施設内の備品以外に指定管理者が必要とする備品が生じた場合は市に報告す 

ることとし、備品購入についての協議を行うこと。なお、備品は市に帰属する

ものとする。 

③ 清掃業務 

    良好な衛生環境の確保と美観の維持に心がけ、公共施設として快適な空間を保つ

ために必要な清掃業務を適切に行うこと。 

ア 日常清掃 

  ・清掃の実施頻度等その内容については、指定管理者が施設の利用頻度に応じ

て、適切に設定すること。衛生消耗品類は、常に補充された状態にすること。 

   イ 定期清掃 
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     ・日常清掃では実施しにくい以下に掲げる清掃等を確実に行うため、指定管理

者が施設の利用頻度に応じた定期清掃を行うこと。 

     ・床洗浄ワックス塗布等 

   ウ 特別清掃 

     ・指定管理者は、日常清掃及び定期清掃のほかに必要に応じて特別清掃を実施

し、施設の適切な環境衛生および美観の維持に努めること。 

④ 施設敷地内の駐車場の管理業務 

⑤ 利用者に対しての対応 

     ア 利用者にとって居心地の良い場所となるよう明るい雰囲気づくりに努めること。 

  ⑥ 広報に関すること。 

   ア 施設案内及び利用の手引き等の作成および配布をすること。 

   イ 事業を市民等に周知する効果的な方法を検討し、実施すること。 

   ウ 必要に応じて、情報誌を作成および配布すること。 

  ⑦ その他に関すること。 

   ア 南相馬市市民活動サポートセンターと連携を図ること。 

 イ 福島県防火管理協議会への加入及び総会・研修会等に参加すること。 

（２）住民相互の交流・活動の場として施設の提供に関すること。 

  ① 大ホール、中会議室１・２、小会議室、相談室、和室、サロンを利用者に提供す 

ること。 

  ② 利用者本位の運営を行い、親切丁寧な対応を心掛け、常にサービスの向上に努め、 

利用人数・利用件数の増加に努めるものとする。 

（３）市民活動の支援に関すること。 

  ① 団体の拠点施設とすること。 

  ② 印刷機、コピー機の提供 

  ③ 市民活動団体の活動の支援 

    ・鹿島区内各まちづくり委員会等 

  ④ 市民活動を行うもの及び関係機関、団体等との間の連携及び交流に関すること。 

  ⑤ 市民活動に関する情報の収集及び提供に関すること。 

    ・情報・閲覧コーナーの管理・活用をする。 

    ・インターネットの利用が可能な情報閲覧用のパソコンを利用者に提供する。 

    ・パソコンの利用を提供する際には、ウイルス対策を実施するとともに、有害サ 

イト等へのアクセスの防止に努めること。また、プログラム等の不正変更・情 

報漏洩の防止に努める。 

    ・市民活動関係図書を配架し、利用者の閲覧に供する。 

    ・市民活動団体紹介ファイルの設置をする。 

    ・市民活動団体の行事の案内など市民活動に関するチラシ、リーフレット、ポス 

ター等の提供を受け設置する。 

    ・南相馬市かしま交流センターホームページを更新する。 

  ⑥ 市民活動に関する相談に関すること。 

    ・窓口での対面相談、電話相談等の方法によるものとする。 

    ・相談を受けた際は相談記録簿を付けて記録を残すこと。 

  ⑦ 市民活動に関する講座等の実施に関すること。 

    ・啓発・人材・団体育成講座等の開催をする。  

（４）施設利用許可等に関する業務 

① 施設の利用申請を受付け、その申請に対して利用許可を行うこと。 

  ② 施設及び附属設備等の申請受付及び利用許可書を発行すること。 
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  ③ 利用許可を取消す必要があると認める場合は、特に慎重に行い、あらかじめ市と 

協議すること。 

  ④ 火気等危険物の使用に係る指導をすること。 

  ⑤ 警察及び消防等への諸届出等の指導及び助言をすること。 

  ⑥ 利用時に利用許可書等書類を確認すること。 

  ⑦ 利用時に利用施設の開錠、施錠をすること。 

  ⑧ 利用者の持込器材等の搬入搬出に立会うこと。 

  ⑨ 利用者が放送設備等の操作を行う場合は、指導及び助言をすること。 

  ⑩ 特殊器具及び設備等利用の確認をすること。 

  ⑪ 施設及び設備等の利用後の確認をすること。 

  ⑫ 施設の利用記録及び管理をすること。 

  ⑬ 施設の利用状況の分析及び統計調査をすること。 

  ⑭ 利用者が設備、備品等の使用において、施設を損傷することが無いように十分注

意すること。 

（５）利用料金の徴収、減額及び免除に関する業務 

  ① 利用者から、利用料金を徴収し、領収書を発行すること。徴収方法は原則的に前

納とする。 

  ② 指定管理者は、「南相馬市かしま交流センター条例施行規則」及び「南相馬市障

がい者の利用に係る公の施設の使用料又は利用料金の免除に関する条例」で定める

基準に従い、利用料金減免申請を受け付けし、利用料金減額、又は免除を決定する。 

  ③ 利用料金の還付が必要なときは、利用者の請求に基づき利用料金の還付を行うこ

と。 

  ④ 利用者数や徴収した利用料金等について、報告書を作成すること。 

（６）緊急時の対応に関する業務 

  ① 自然災害、人為災害、事故等あらゆる緊急事態、非常事態、不測の場合には適切

な措置を講ずるとともに、遅滞なく、市、関係機関に通報すること。 

  ② 災害等緊急時の避難、誘導、安全確保、必要な通報等についての対応計画を作成

し、緊急事態の発生時には的確に対応すること。 

   ③ 消防署等から指摘があった場合は、直ちに改善措置を講ずること。但し、予算措

置が必要となるものについては、市と協議すること。 

  ④ 災害時、非常時を想定した避難訓練を実施すること。 

  ⑤ 危機管理体制を構築し、防災計画を作成するとともに、安全マニュアルを作成す

ること。 

（７）指定避難所としての対応 

指定管理者は、本施設が市から指定避難所に指定されていることを了承するととも

に、地震、風水害、その他の災害が発生した場合又は国民保護による避難を必要とし

た際には、市の指示に従い、次の業務を行なうこと。 

① 施設の開錠及び避難者の受け入れ業務 

② 施設の設備、備品などの提供 

③ 避難所運営の支援・協力 

（８）その他に関する業務 

① 事業計画書及び収支予算書の作成に関する事項 

  ② 事業報告書の提出に関する事項 

    管理運営業務の実施状況に関して月ごとにまとめ、四半期ごと及び年度終了ごと

に報告書を作成し、提出期限を厳守し施設担当課へ提出するものとする。 

  ③ 市等関係機関との連絡調整に関する事項 
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４ 指定の期間 

令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで（５年間）とします。 

ただし、管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定を取り消すことがあ

ります。 

 

５ 自主事業 

指定管理者は、施設の設置目的を達成するため、本施設を活用し自主事業を実施でき

ますので、自主事業計画書により提案してください。 

なお、行政財産の目的外使用に該当する自主事業は事前に市の許可、それ以外の自主

事業でも事前に市の承認が必要となります。 

（１）自主事業とは、施設の設置目的に沿って指定管理者が独自に企画し行う事業です。

施設内においてイベントや物販などを開催し、設置条例で定める利用料金以外の料金

を参加者等から徴収する事業を含みます。 

（２）自主事業の実施により収入を得た場合は、その収入は指定管理者に帰属します。な

お実施に要する経費は指定管理料には含まれません。 

（３）自主事業実施の可否は、施設の設置目的に照らして判断することになりますので、

設置目的を踏まえてふさわしくないと判断される事業の場合は、実施の許可・承認し

ないことがあります。 

（４）自主事業が、指定管理業務に支障を与えていると判断される場合は、自主事業の改

善、中止等を命じる場合があります。 

（５）提案する自主事業の実施を市が認めない場合、申請そのものを辞退する可能性があ

る団体は、必ずその旨を事業計画書に明示してください。 

 

６ 利用料金収入の取扱い 

（１）施設の利用料金は、指定管理者の収入として取扱います。また、指定管理者は、市

と利用料金の額の設定に係る協議を行い、条例の範囲内で利用料金の額を決定します。 

（２）南相馬市障がい者の利用に係る公の施設の使用料又は利用料金の免除に関する条例

第２条、同施行規則第２条、南相馬市かしま交流センター条例第２５条及び同施行規

則第７条の規定に該当する場合は、利用料金を減額し、又は免除するものとします。 

なお、施設の有効利用、利用促進、利便性の向上等を考慮し、事前に協議の上、利

用料金の減免の基準を設定することができます。 

 

７ 指定管理者と市の責任分担 

項   目 指定管理者 市 

運営の基本的考え方 ◎ ○ 

条例・規則事項 

広報 ◎ ○ 

市広報関係 

物価変動 ◎  

金利変動 ◎  

施設の管理運営 ◎  

物品の管理 ◎  

必要な消耗品の購入 ◎  

備品の購入、修繕(１物品１０万円未満) ◎  

備品の購入、修繕(１物品１０万円以上)  ◎ 

備品の管理 ◎  
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施設の利用許可 ◎  

審査請求(不服申立)、行政財産の目的外使用許可  ◎ 

苦情対応 ◎ ○ 

事故・火災対応（利用者の安全確保、避難誘導、被害

調査、報告、応急措置） 

◎ 

 

○ 

災害復旧 ○ ◎ 

施設及び設備の修繕、改修 

（１件１０万円未満） 

◎  

施設及び設備の修繕、改修 

（１件１０万円以上） 

 ◎ 

利用者に係る施設賠償保険の加入 ◎  

第三者への賠償 

指定管理者として注意義務を怠った

ことによるもの 

◎  

上記以外の理由によるもの  ◎ 

施設の火災保険への加入  ◎ 

包括的管理責任  ◎ 

◎印が主たる責任者とし、○印は補完的対応である。 

 

【備品の取扱い】 

・備品は１物品あたり５万円以上のものとする。 

・指定管理者は、備品を購入または修繕する必要が生じた場合は、市に報告するととも 

に協議すること。 

・指定管理者は、指定管理料で購入した備品の台帳を整備するものとする。（破損等によ 

り廃棄した場合も台帳に記録する。） 

・指定管理料で購入した備品の所有権は最終的に市に帰属するものとする。このことか 

ら、指定期間が満了する際には、指定管理者と市の間で備品について協議の上、指定 

管理者は市に対して「寄附申込書」を提出するものとする。 

・市は指定管理者へ対して「寄附申込承諾書」を交付するものとする。 

 

８ 実地調査及び実績評価に関する事項 

市は指定期間中に実地調査及び実績評価を実施します。 

（１）事業報告書の提出 

   指定管理者は事業報告書を作成し市に提出します。 

（２）実地調査の実施 

   市は、指定管理者の業務の遂行状況や実績を確認するため、実地調査を行います。 

（３）実績評価の実施 

   市は事業報告書及び実地調査に基づいて、業務の水準を確認するために実績評価を 

行います。 

   なお、実績評価の結果、指定管理者の業務が基準を満たしてないと判断した場合、 

市は指定管理者が必要な改善措置を講じるよう通知や是正通告を行い、それでも改善 

がみられない場合、指定を取り消すことがあります。 

 

９ 指定管理料 

   市は、指定管理者に対して、施設の維持管理・運営に要する経費（一般管理費含む） 

から施設運営収入を減じた額として提案いただいた金額を、予算の範囲内で指定管理 

料として支払います。 
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      指定管理料＝維持管理運営費用（一般管理費含む）－施設運営収入  

（１）指定期間全体にかかる指定管理料の金額については、次の基準額を上限とする範囲 

内で提案してください。なお、この基準額を超える提案は、資格審査で失格となりま 

すので十分留意してください。 

基準額 １７，４５３千円/年平均（消費税を含む） 

なお、減免による利用料金収入の減収については、指定管理料に当該減収分が見込 

まれているものとし、補填等の措置は行いません。 

（２）指定管理料は、応募団体からの提案額を基本に、市と指定管理者で協議の上、協定

で定めます。 

原則として、四半期ごとに指定管理料を４分割した額を支払うこととします。 

（３）各年度の指定管理料の額については、提案額を基に実績を勘案し協議の上、毎年度

「年度別協定」において定めることとします。 

 

１０ 応募資格   

（１）市内に事務所等活動の拠点を有する団体とします。 

（２）次に該当する団体は、応募することができません。 

  ① 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に基づき、市の入札に参加できない団体 

② 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定に基づき、指定の取消し処分を直近２

年以内に受けた団体 

③ 指定管理者の指定を管理の委託とみなした場合に，地方自治法第９２条の２（議

員の兼業禁止）、第１４２条（市長の兼業禁止）、１６６条（副市長の兼業禁止）

又は第１８０条の５第６項（委員会の委員の兼業禁止）の規定に抵触することと

なる団体 

④ 市税を滞納している団体（法人以外にあっては、代表者が滞納している場合） 

⑤ 会社更生法､民事再生法等による手続きを行っているもの 

⑥ 法人格がない団体にあたっては、その代表者が以下のいずれかに該当している場

合  

ア 法律行為を行う能力を有しない者  

イ 破産者で復権を得ない者  

  ⑦ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に掲げる暴力団及

びそれらの利益となる活動を行う団体 

  ⑧ 下記の「１９ 暴力団排除措置」に該当する団体 

 

１１ 募集要項の配布等 

（１）配布場所及び連絡先 

南相馬市鹿島区役所地域振興課 

住所 南相馬市鹿島区西町一丁目１番地 

電話 ０２４４－４６－２１１０  ＦＡＸ ０２４４－４６－５６８４ 

Ｅ－mail k-chiikishinko@city.minamisoma.lg.jp 

＊募集要項や提出書類等の関係書類は市のホームページからダウンロードできます。 

市ホームページアドレス：http://www.city.minamisoma.lg.jp/  

（２）配布期間 

令和８年７月２４日（金）から令和８年９月２５日（金）まで  

   （土日祝祭日を除く、午前８時３０分～午後５時まで） 

（３）現地説明会の開催 

   応募方法、提出書類等についての説明会を下記により開催します。 

mailto:k-chiikishinko@city.minamisoma.lg.jp
http://www.city.minamisoma.lg.jp/


10 

 

   申請書の提出を予定している団体は必ず出席願います。 

① 日  時 

    令和８年８月１７日（月） 午前９時から午前１１時３０分まで 

  ② 場  所 

南相馬市かしま交流センター（南相馬市鹿島区横手字川原１８６番地の１） 

③ 申込方法  

令和８年８月１０日（月）午後５時までに、上記連絡先へ説明会参加申込書（様

式１）を持参又はＦＡＸにより提出願います。 

（４）募集要項に関する質問受付 

募集要項の内容等に関する質問を以下のとおり受け付けます。 

① 受付期間 令和８年８月２８日（金）午後５時まで 

② 受付方法 質問書（様式２）に記入のうえ、持参又はＦＡＸにより提出してくだ 

さい。 

③ 回答方法 文書回答とし、質問者、現地説明会出席者へはＦＡＸにより回答いた

します。 

 

１２ 提出書類  

この要項により指定管理者の指定を受けようとする団体は、提出期間内に次の書類

を各１３部（正１部、副１２部）を提出してください。 

（１）指定管理者指定申請書 

（２）管理に関する業務の事業計画書 

（３）管理に関する業務の収支予算書（指定期間にかかる年度毎） 

（４）定款の写し及び登記事項証明書（法人以外の団体にあっては、会則等） 

（５）前事業年度の損益計算書及び貸借対照表 

（６）市税の完納証明書 

（７）宣誓書 

（８）自主事業計画書 

 

１３ 申請書の提出先及び提出期限 

（１）提出先は、南相馬市鹿島区役所地域振興課です。 

（２）提出期限は、令和８年９月２５日（金）午後５時までとします。 

 

１４ 指定管理者の選定等 

（１）指定管理者選定の方式 

指定管理者の選定は公募型プロポーザル方式とします。 

＊公募型プロポーザル方式 

選定する場合において、一定の条件を満たす候補者を公募し、当該業務に係る 

実施体制、実施方針、プロジェクトに対する提案書の提出を受け、必要に応じヒ 

アリングを実施した上で、提案書の評価を行い、当該業務に最も適した事業者を 

選定する方式です。 

（２）応募団体の審査 

南相馬市指定管理者選定審査委員会において、まず書類審査を行い、その後書類審

査通過団体によるプレゼンテーションを実施し、それらを総合的に判断して、指定管

理者の候補団体（優先交渉権者）を決定します。 

なお、書類審査通過団体によるプレゼンテーション審査については、令和８年１０

月中旬を予定しておりますが、詳細については、後日、対象団体へ連絡します。 
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（３）審査結果の通知及び公表 

審査結果については、応募書類を提出した全団体に対して通知するとともに、ホー

ムページへの掲載等により公表いたします。 

（４）協定の締結 

市と優先交渉権者は細目について協議を行い、仮協定を締結します。仮協定書は指

定議案及び予算の議決後、正式な協定書となるものです。 

   なお、協定は指定期間を通じての基本的な事項を定めた「基本協定」と、年度ごと 

の業務事業実施に係る事項（指定管理料）を定めた「年度協定」を締結します。 

 

１５ 選定の基準等 

（１）選定基準（指針内容）      

①市民の平等な利用を確保することができるものであること。 

②サービスの向上を図ることができるものであること。 

 ③管理に係る経費の縮減が図ることができるものであること。 

 ④事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有するものであるこ 

と。 

 ⑤地域住民、団体や行政との連携を図ることができるものであること。 

⑥業務の遂行上知り得た個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、

又は識別されえるものをいう。）を漏らし、又は不当な目的に使用しない体制が整備さ

れているものであること。 

⑦事故災害等における利用者への安全かつ安心な避難など危機管理体制の確立 

 ⑧その他公の施設の性質又は目的に応じて市長が定める基準   

（２）審査項目（例） 

（１）－①関係 

ア 施設の設置目的及び市が示した管理の方針の実現 

イ 平等な利用を図るための具体的手法及び期待される効果 

 （１）－②関係 

ア 利用者の増加を図るための具体的手法及び期待される効果 

イ サービスの向上を図るための具体的手法及び期待される効果 

ウ 自主事業計画書の内容の充実 

 （１）－③関係 

ア 施設の維持管理の内容、適格性及び実現の可能性 

イ 施設の管理運営に係る経費の内容 

 （１）－④関係 

ア 収支計画の内容、適格性及び実現の可能性 

   イ 安定的な運営が可能となる人的能力 

ウ 安定的な運営が可能となる財政的基盤 

エ 類似施設の運営実績 

（１）－⑤関係 

  ア 利用者、利用団体等の要望把握、改善体制 

（１）－⑥関係 

   ア 個人情報の保護の措置 

（１）－⑦関係 

  ア 緊急時対応マニュアルの整備 
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１６ 業務引継ぎ  

指定管理者に指定された後は、すみやかに業務引継ぎに入っていただきます。  

なお，令和９年３月３１日以前に事務引継ぎに要した費用は、指定管理者として選

定された団体の負担とします。 

 

１７ 応募に際しての留意事項 

（１）応募内容の変更禁止 

提出書類の内容を変更することはできません。 

（２）虚偽の記載をした場合の取扱い 

提出書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

（３）応募の辞退 

応募受付後に辞退する場合は、辞退届を提出してください。 

（４）費用負担 

応募に関して必要となる費用は、応募団体の負担とします。 

（５）提出書類の取扱い 

提出書類の著作権は応募団体に帰属します。ただし、市は、指定管理者の決定の公

表等必要な場合は、事業計画書等の内容を無償で利用できるものとします。 

また、提出書類は、南相馬市情報公開条例に基づく情報公開の対象となります。 

   なお、提出書類は、理由の如何を問わず返却いたしません。 

（６）接触の禁止 

応募団体は、南相馬市指定管理者選定審査委員会委員、本件関係市職員に対し本件

応募について不正な接触を禁じます。不正な接触の事実が認められた場合には失格と

なります。 

（７）重複提案の禁止 

   応募一団体につき一つの提案とします。 

 

１８ 指定管理者の取り消し等 

指定管理者の優先交渉権者が、正当な理由なくして協定の締結に応じない場合、事

業の履行が確実でないと認められる場合、又は、著しく社会的信用を失うこと等によ

り指定管理者としてふさわしくないと認められる場合は、指定管理者の指定の決定を

取り消すことがあります。 

 

１９ 暴力団排除措置 

指定管理者の指定を受けようとする団体又は指定を受けた団体等の役員等（法人に

あっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他団体にあっては

法人の役員等と同様の責任を有する代表者、理事等をいう。以下同じ。）が次のいずれ

かの事項に該当すると認められた場合は、当該団体について指定管理者の指定を行わ

ないこととし、また、指定後に該当する事態となった場合は、指定の取り消しその他

必要な措置を講ずることになります。 

（１）暴力団の関係者（以下「暴力団関係者」という。）であると認められるとき。 

（２）暴力団の威力を背景として、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律施行

規則（平成３年国家公安委員会規則第４号。）第１号各号に掲げる行為（以下「暴力的

不法行為等」という。）を行ったと認められるとき。 

（３）暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与してい

ると認められる団体、法人等（以下「暴力団等」という。）に暴力的不法行為等をさせ

たと認められるとき。 
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（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「暴

力団対策法」という。）第２条第８号に規定する準暴力的不法行為を行い、又は同法第

10 条の規定に違反する行為を行ったと認められるとき。 

（５）暴力団対策法第２条第７号に規定する暴力的要求行為に関与したと認められるとき。 

（６）暴力団等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど暴力団等の維持運営に

協力し、若しくは関与したと認められるとき。 

（７）自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に債務の履行を強要し、

若しくは損害を加える目的をもって暴力団の威力又は暴力団等を利用したと認められ

るとき。 

（８）暴力団等であると知りながら、暴力団等と下請契約や資材等の購入計画を締結する

など暴力団等を不当に利用したと認められるとき。 

（９）暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

 

２０ その他 

（１）事業の継続が困難となった場合の措置 

①指定管理者の責めに帰すべき理由により業務の継続が困難になった場合は、市は、

指定の取り消しができるものとします。その場合は、市に生じた損害は、指定管理

者が賠償するものとします。 

なお、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、業務を遂行できるよう引継ぎを行うも

のとします。 

②災害その他の不可抗力など市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない理由

により、業務の継続が困難になった場合は、事業継続の可否について協議するもの

とし、一定期間内に協議が整わないとき市は､協定を解除できるものとします。 

なお、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、業務を遂行できるよう引継ぎを行うも

のとします。 

（２） 協定書の解釈に疑義が生じた場合又は協定書に定めのない事項が生じた場合は、市
と指定管理者は誠意をもって協議するものとします。 


